
事務事業評価（平成２７年度に実施した事務事業）

部 所属名 款 項 目 事務事業名 事業の目的 判定理由 備考

5 総務部 契約管財課 02 01 01 車両維持管理費

車両の車検及び点検とこれらに伴う部品交換修繕

19,334 所有車両台数の削減 台 0 1 3 継続

6 総務部 契約管財課 02 01 01 契約事務費

静岡県電子入札システムを共同利用する。

2,315 ％ 100 100 100 継続

8 総務部 総務課 02 01 01 文書・行政管理費 19,646 文書集中廃棄量 トン 12 10 11 継続

9 総務部 総務課 02 01 01 公平委員会費

公平委員会の運営

98 法律で定められた事務である。 継続

11 総務部 総務課 02 01 02 22341 人 100 92 100 継続

15 総務部 財政課 02 01 04 財政管理事務事業 630,640 ％ 継続

17 総務部 財政課 02 01 04 基金管理事務事業

財政調整基金の利子を積み立てる。（決算積立は除く）

1,066 積立額 509 1,066 775 継続

18 総務部 財政課 02 01 04 基金管理事務事業

公共施設整備事業に充てるため積み立てる。

52,971 積立額 263 52,971 294 継続

19 総務部 財政課 02 01 04 基金管理事務事業

地方債の償還のため積み立てる。 減債基金の利子を積み立てる。

127 積立額 47 127 0 継続

27 会計課 会計課 02 01 06 会計事務費 9,214 支出伝票審査件数（年間） 件 - 36,340 - 地方自治法等に従って行う事務 継続

28 会計課 会計課 02 01 06 口座振替データ伝送業務

市税等口座振替データの伝送業務 口座振替データの伝送取りまとめ業務委託

口座振替件数（年間） 件 - 156,958 - 地方自治法等に従って行う事務 継続

29 総務部 契約管財課 02 01 07 財産管理費

普通財産の維持管理を実施する。

139,214 土地貸付・売り払い等収益 18,290 36,643 19,900 活用予定のない市有土地を売払いした。 継続

39 市民課 02 01 10 住居表示 49 住居表示実施区域面積 ha 110 110 継続

46 総務部 契約管財課 02 01 13 工事検査事務費 120 建設工事の成績不良件数 件 0 1 0 継続
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公用車の安全を確保するために定期点検等を実
施する。

公用車車検  28 件、点検  27件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 所有車両は、1台減した。

入札事務の迅速性、正確性、透明性等の確保を
進める。 建設工事の契約件数 56件

（内、競争入札 53件、電子入札 54件）
業務委託の契約件数 34件
（内、競争入札 29件、電子入札 29件）

電子入札率(競争入札件数
に対する電子入札件数の
割合)

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
競争入札は、90件中83件の電子入札を実施した
。

①文書法制事務
　例規及び文書を適正に管理する。
②文書配送事務
　庁舎外施設との円滑な文書の受渡しを図るとと
もに、文書の発受信を一括管理する。
③自衛官募集事務
　自衛官募集に関する市民意識の高揚に助力す
る。
④訴訟事務
　諸問題・紛争の早期かつ円滑な解決を図る。
⑤行政相談
　国の行政に関する苦情や要望の円滑な解決に
助力する。

①文書法制事務
・例規の審査
・図書の追録
・例規データベースの更新
・文書の集中廃棄
②文書配送事務
　文書の一括受領、発送及び配送
③自衛官募集事務
　自衛官募集に関する広報
④訴訟事務
　顧問弁護士との契約の継続
⑤行政相談
　行政相談会場の確保

①文書法制事務
・審査例規178件
・例規集加除4回及び例規データベース更新5回（追録例規数
延べ176件）
・その他の図書追録7回
・文書集中廃棄2回（廃棄量9,500kg）
②文書配送事務
・庁舎外施設への連絡便243日
・郵便物発送通数114,978通（全体551,292通）
・１日当たり発送通数478通（全体2,268通）
③自衛官募集事務
　広報こさいに5回、自衛官募集記事を掲載（応募者23名、合
格者7名、入隊者4名）
④訴訟事務
　延べ7回、顧問弁護士へ相談
⑤行政相談
　定例相談を23回、特設相談を1回実施

Ｃ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

①文書法制事務
　全職員が法制執務に習熟していないので、特
定の部署がこれを統制する必要がある。
②文書配送事務
　窓口の一本化が郵便局からも求められており、
効率的である。

H 26 ～H 32 の計画 額はH 26 内示額

市長その他の任命権者の任命権の適正な行使を
チェックする。

委員会１回開催（規則改正1件）
H 26 ～H 32 の計画 額はH 26 内示額

人事・研修費

※ H26から福利厚生費、一般
諸経費と統合し、人事研修費

湖西市民に信頼され、市民のために貢献できる職
員に育てる。そのために必要な知識、技術、意識
の取得を図る。
職員定数の適正化、人件費の削減を図り、新しい
時代に適した職員を採用し、職員の資質と市民サ
ービスの向上を図る。

人材育成方針に基づき、職員の資質及び公務能率の向上を目
指し、研修計画を策定し、階層別研修、専門研修、特別研修、
自主研修等により実施する。
業務に応じた定員適正化計画の実施、職員採用事務、職員の
任免、人事異動、人事関係会議への参加等

・階層別研修=新規採用職員研修、西部４市又は西部５市が
合同で行う階層別研修等(153名)
・専門研修=専門的な知識等を習得するために派遣する専門
研修（80名)
・特別研修=管理職評価者研修、女性職員キャリアデザイン研
修、モチベーションマネジメント研修、メンタルヘルス研修、コ
ンプライアンス研修、行財政改革研修（523名)
・職場研修（79名）
・自主研修=通信教育研修等(12名)

・新規職員採用
・人事評価
・非常勤、臨時職員の採用

専門研修(公募、推薦)、自
主研修受講者数 Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

・参加枠や研修内容、業務上のニーズなどにより
受講希望者が増加したり減少したりするが、研修
計画に基づき、継続して実施する必要がある。

H26から12・13を職員研修費に統合

適正（適確）な予算編成、予算執行を行うことで、
将来にわたり財政の健全化、安定化を図る。

当初予算並びに補正予算編成、交付税事務、起債事務及び財
務書類４表、決算統計資料等の作成事務を行う。
また、本格的にふるさと納税制度を活用し、市の魅力の向上及
び地域産業の活性化を図る。

予算編成及び議案作成、決算統計・財政健全化判断比率他
統計資料等の作成、新地方公会計制度による財務書類４表
の作成、交付税の算定、起債の申請事務等を行った。
また、本格的にふるさと納税事業に取り組んだ。
・《寄附件数》　年間　　　　　40,921件
　《寄附金額》　年間　　　652,198千円
　うち、ふるさと応援基金に240,000千円を積み立てた。

・新公会計制度の推進のため固定資産台帳を整備した。

健全化判断比率（実質赤字
比率、連結実質赤字比率、
実質公債費比率、将来負
担比率）

   -
   -

 10.2%
49.2%

7月下
旬

   -
   -

 10.2%
49.2%

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

予算書・決算書等の印刷、事務説明会への旅費
など財政管理事務上、必要最小限の事務である
。

・H27から本格的にふるさと納税事業に取り組み
、市の魅力の発信と多くのご寄付をいただき、大
きな成果を上げることができた。
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計画的な財政運営を行い、年度間の財源の不均
衡をならすために積み立てる。

財政調整基金の利子、1,065,938円を積み立てた。

千
円 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

年度間の財源の不均衡を調整するため、また、
緊急時の臨時支出のために積み立てる基金のた
め。

公共施設整備基金の利子を積み立てる。
新所原駅周辺整備事業、地震津波対策に係る事業、公共施設
等に係る事業のための資金を積み立てる。

公共施設整備基金の利子、857,770円を積み立てた。
 うち、新所原駅周辺整備事業寄附金　1,740,000円
　　　 津波地震対策の推進にための寄附金、15,845円
　　　 その他公共施設のために50,357,000円積み立てた。

千
円 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

公共施設の建設及び改修に要する経費に充てる
ために積み立てる基金のため。
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減債基金の利子、126,301円を積み立てた。

千
円 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

地方債の償還及びその信用維持のために積み
立てる基金のため。

地方自治法及び会計規則等に従い、会計事務の
適正かつ迅速な執行の実現並びに安全性と流動
性の保持に配慮した資金の効率的な運用を図る
。

・国・県の支出金及び市税や料金などの収納処理。
・正当な債権者へ支払期日を厳守した支払処理。
・正確な資金計画と効率的運用。

・法令や予算に基づき厳正なる伝票審査を行い正確・迅速な
支出に努めた。
・会計処理が適正に行えるよう、問い合わせ及び伝票審査に
対する体制の充実を図った。
・翌３か月の収支予定を把握することにより、より正確な資金
計画をたてた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

データの受渡しが安全に行われ、処理時間が大幅に短縮され
た。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ H27年度より031会計事務費に統合

普通財産の維持管理及び市有財産の取得、処分に係る登記
事務処理

登記事務件数   296 件
普通財産処分   21件

千
円 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市民経済
部

　住所を表わすのに地番を使用する従来の方法
でなく、住居表示に関する法律に基づき、住居番
号により分かりやすい表示とすることで、公共の
福祉の増進に寄与することを目的とする。

区画整理などの基盤整備に合せ町名の変更をして住居表示を
行い、住所から場所の特定を容易にする。例えば○○三丁目
11番6号という住所の場合は「○○三丁目」を町名、「11番」を街
区符号、「6号」を住居番号として表示する。

住居表示実施区域内の新築家屋等に住居表示番号の設定を
行い、住居表示設定通知を発行し、各建物に表示する住居表
示板の配布を行った。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

住居表示を実施することにより、既存のわかりに
くい地番による住所表示を解消し、住居表示設定
地区住民の利便性の向上を図ることができる。

建設工事や業務委託において、契約図書に定め
られた出来形や品質を確保する。

検査員連絡会及び土木行政事務電算化研究会の負担金及び
会参加交通費。

建設工事の検査件数 59件（竣工検査 59回、中間検査 73回）
業務委託の検査件数 34件（竣工検査 34回）　　　　　　　　　　
　　　　　

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ
建設工事の検査において１件の成績不良工事が
発生した。
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48 企画部 企画政策課 02 01 14 秘書関係経費 3,473 ％ 100 100 100 継続

71 総務部 総務課 02 02 01 固定資産評価審査委員会費

固定資産評価額の適正な評価をチェックする。 固定資産評価審査委員会の運営

13 法律で定められた事務である。 継続

73 市民課 02 03 01 戸籍住民基本台帳事務 20,537 件 50177 51000 継続

74 市民課 02 03 01 西部市民サービスセンター 35 件 7187 7200 継続

77 市民課 02 03 01 旅券事務

①旅券の申請受付、交付　②静岡県への送付、受領 旅券の申請を受け期限内に交付した。

249 申請受付発給件数 件 1457 1460 継続

78 市民課 02 03 01 262 件 12010 12500 継続

82 総務部 総務課 02 04 01 選挙管理委員会運営費

選挙管理委員会の運営

2,512 法律で定められた事務である。 継続

83 総務部 総務課 02 04 02 選挙啓発事務費

指導者養成及び明るい選挙の啓発活動

82 人 70 32 50

87 総務部 総務課 02 04 04 湖西市議会議員選挙事務費 24,183 － － － － － 継続

93 総務部 総務課 02 04 06 静岡県議会議員選挙事務費

任期満了に伴う静岡県議会議員選挙の執行

10,921 － － － － － 継続

104 企画部 企画政策課 02 05 01 基幹統計調査費 21,333 件 7 7 5 継続

111 企画部 企画政策課 02 05 01 県単独統計調査費 199 登録調査員登録者数 人 78 54 70 継続

116 企画部 企画政策課 02 05 01 統計普及事業 102 コンクール応募点数 点 50 40 50

118 02 06 01 監査事務費 市の財務や事業の管理・執行に関する各種監査事務。 2,817 意見書・報告書の提出件数 件 20 21 21 継続

136 保険年金課 03 01 03 国民健康保険事業費

国民健康保険事業の安定的な運営のため

291,580 現年分収納率　 ％ 94.4 94.9 95.1 継続

市長、副市長の効率的で効果的な職務の遂行に
よる市政の推進

市長、副市長が行う対外交渉・折衝・交際等職務を遂行するう
えで必要な経費と市の進展に特に功績のあった人の表彰や市
内各種団の代表者等を集い新年賀詞交歓会を開催する。

①湖西市表彰事業
　市の自治、経済、文化、社会その他にわたり市の進展に特
にあった3名を表彰した。

②新年賀詞交歓会開催事業
　新年のスタートにあたり、市内各界各層の代表者が一堂に
会して懇談を行い、交流を図った。（出席者　226人）

市長・副市長の公務補助を
適正に達成できた割合 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

市長、副市長が行う対外交渉・折衝・交際等職務
を遂行するうえで必要であり適正に実施した。
賀詞交歓会開催において、準備段階から滞りなく
実施することができた。

・委員会１回開催
H 26 ～H 32 の計画 額はH 26 内示額

市民経済
部

国民の身分関係を戸籍簿に編製し、外国人を含
めて居住関係を住民基本台帳に記載して、これを
公証するための業務を正確に迅速に処理する体
制を確立し、市民サービスの向上を図る。

①届出書の受理、編製、記録、関連事務、証明書等交付事務　
②電算システムの運用・管理　など

　住民の身分及び居住関係を公証する公簿である戸籍簿や
住民基本台帳を適正に管理し、各種証明書の発行業務を行っ
た。 住民票の写し等の発行件

数
（本庁分）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

　住民の身分及び居住関係を公証する公簿であ
る戸籍簿や住民基本台帳を正確に管理すること
により、住民の必要な証明書の発行をスムーズ
に行うことができる。

市民経済
部

戸籍関係、住民基本台帳関係の各種証明書の発
行により、市西部地域のサービス向上を図る。

印鑑登録業務及び戸籍、住民基本台帳、印鑑関係の各種証明
書の発行業務

戸籍関係、住民基本台帳関係の各種証明書の発行業務を行
った。 住民票の写し等の発行件

数
（西部市民サービスセンタ
ー分）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

本庁と連携して、正確かつ効率的な証明書の発
行をすることにより、地域住民の利便性の向上を
図ることができる。

市民経済
部

旅券の新規申請、切替、訂正、増補などの受付手
続きと、出来上がった旅券の交付を、より身近な
施設で交付が受けられるようにし、市民サービス
の向上を図る。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

自分が現在居住している市町村で、旅券の申請
発給を受けることができ、利便性があがる。

市民経済
部

戸籍住民基本台帳事務・新居
支所

戸籍届出書の受付、外国人を含めた居住関係を
住民基本台帳に記載及び、これらを公証するため
の業務を正確に迅速に処理する体制を確立し、新
居地域の市民サービスの向上を図る

①届出書の受理、記録、関連事務、証明書等交付事務　②電
算システムの運用・管理　など

　住民の身分及び居住関係を公証する公簿である戸籍簿や
住民基本台帳を適正に管理し、各種証明書の発行を行った。

住民票の写し等の発行件
数
（支所分）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

本庁と連携して、正確かつ効率的な証明書の発
行をすることにより、地域住民の利便性の向上を
図ることができる。

法に従い選挙人名簿等を適正に管理するとともに
、選挙の執行に必要な事項を定める。 委員会5回開催

・永久選挙人名簿の登録・抹消
・在外選挙人名簿の登録・抹消
・裁判員候補者予定者選定
・検察審査員候補者予定者選定
・静岡海区漁業調整委員会選挙人名簿の確定　ほか

H 26 ～H 32 の計画 額はH 26 内示額

公職選挙法第６条第１項の規定に基づき、選挙人
の政治意識の向上と、選挙に関する諸事項の周
知を図る。 ・ふれあい広場で啓発資料配布

・明るい選挙啓発ポスター募集及び展示（応募32点）
・市内高校2年生 約500冊配布

明るい選挙啓発ポスター応
募者数 Ｅ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

法律で定められた事務であり、行わなければなら
ないものだが、効果としては投票率の下落を下支
えするにとどまり、投票率向上までに至ってはい
ない。

改善（そ
の他）

H 26 ～H 32 の計画 額はH 26 内示額

公職選挙法の規定に基づき、湖西市議会議員選
挙を適正に執行する。

平成27年4月26日執行の湖西市議会議員選挙の準備

立候補予定者説明会（3月18日）等の実施

公職選挙法の規定に基づき、静岡県議会議員選
挙を適正に執行する。

・投票所入場券の印刷及び発送
・ポスター掲示場の設置等

統計法に基づく基幹統計調査の実施により、社会
・経済の状況を的確に把握するための基礎資料を
得る。（交付金事業）

H27実施統計調査
・農林業センサス
・工業統計調査
・学校基本調査
・経済センサス調査区管理
・国勢調査
・経済センサス活動調査
・商業統計調査

法定受託事務として基幹統計調査を実施。 市が受託する指定統計調
査 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

国の法定受託事務として各種指定統計調査を滞
りなく実施。

H
2
5
予
算
か
ら
「
基
幹
統
計
調
査
費
」
に
統
合
国
勢
調
査
の
年
（
H
2
7
/
H
3
1
）
は
計
画
額
増

県が行う人口統計調査を実施。
また統計調査に従事する質の高い統計調査員の
確保や統計調査員に求められる専門的知識の習
得などの質的な向上を図る。（交付金事業）

県実施統計調査
　・人口移動・年齢別人口調査（市民課経由で実施）
　・統計環境基盤整備事業
　・統計調査員確保対策事業
　

人口移動調査・年齢別人口調査▶毎月の県人口を推計するために必
要な資料として、市内の人口及び世帯の移動状況を県へ報告した。

環境基盤整備事業▶調査員団体の育成および資質向上のための事
務を行った。
確保対策事業▶統計調査員の確保のため登録カードの管理等の事務
を行った。

Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ
目標とした登録調査員数は確保できなかったが、
県が示す登録基準数（43人）は満たしている。

H
2
5
予
算
か
ら
「
県
単
独
統
計
調
査
費
」
に
統
合

グラフコンクールや統計書の作成により統計調査
の必要性をPRする。

統計調査の円滑な実施のため、統計調査に対する理解を促進
するとともに、担当職員の資質向上を推進する。

統計調査に対する理解を促進するための各種統計資料の発
行や統計グラフコンクール作品の募集・展示を行った
・市統計書　　110部
・ポケット・データ・バンク　2200部
・統計グラフコンクール　応募作品数40点
　　　　　　　※市内小中学校より募集
　　　　　　　入賞作品展示会を平成28年2～3月に開催

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

コンクールの応募点数が減少傾向にある。小中
学生の啓蒙には役立つが調査対象の調査協力
に必ずしも結びつかない。

改善（そ
の他）

監査委
員事務
局

監査委
員事務
局

監査及び検査は、市の行財政運営が公正で合理
的かつ効率的に行なわれているかを検証し、結果
を監査及び検査の結果や意見として提出し、公表
することにより、行財政運営の健全性と透明性の
確保に寄与し、もって住民の福祉の増進と市政へ
の信頼確保に資することを目的とする。

定期監査
例月現金出納検査
決算・基金運用状況審査
財政援助団体等監査
健全化判断比率・資金不足比率審査
行政監査

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

監査等実施計画に基づく監査等が実施でき、意
見書及び報告書を市長等に提出し、公示すること
ができた。

市民経済
部

国民健康保険財政の基盤安定及び保険給付費等に対する被
保険者の負担の軽減に資するため、国民健康保険事業特別会
へ繰り出しを行う。

国民健康保険財政の基盤安定及び保険給付費等に対する被
保険者の負担の軽減に資するため、国民健康保険事業特別
会へ繰り出しを行った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

国民健康保険事業の安定的な運営のため必要
な事業である。



事務事業評価（平成２７年度に実施した事務事業）

部 所属名 款 項 目 事務事業名 事業の目的 判定理由 備考
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計
画
事

業★ H27
事業概要

H27
事業実績

H27決算
見込額

活動指標名
（業務量的指標）
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位
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性

総
合
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定

事業の
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201 長寿介護課 03 01 12 一般事務費 6,401 訪問看護契約者数 人 125 110 115 継続

248 地域福祉課 03 04 01 災害救助費 47 支給件数 件 － 1 － 継続

249 健康増進課 04 01 01 管理運営事業 健康増進課事業の円滑な推進 健康増進課事業の円滑な推進 5,294 ％ 100 100 100 継続

250 健康増進課 04 01 01 各種団体等助成事業 3,277 8 8 8 継続

290 環境部 環境課 04 01 03 そ族昆虫及び防疫事業 108 配布数 錠 6,500 7,496 7,500 継続

291 環境部 環境課 04 01 03 霊柩事業 1,768 利用件数 件 400 380 400

292 環境部 環境課 04 01 03 594 申請件数・許可件数 件 0 0 1 法定事務であるため従来通り継続の必要あり。 継続

293 環境部 環境課 04 01 03 動物の愛護及び管理事業 2,086 不妊去勢手術件数 頭 60 72 75 継続

295 環境部 環境課 04 01 03 マナー条例啓発事業 58 啓発活動の実施回数 回 2 2 2 継続

413 都市計画課 08 04 01 都市計画関係事務費 33,170 件 2 2 2 継続

414 都市計画課 08 04 01 土地利用対策事務費 2,082 違反屋外広告物是正指導 件 20 16 20 継続

491 教育総務課 10 01 01 教育委員会運営経費

教育行政の適切な運営

1,606 開催回数 回 12 13 12 継続

493 教育総務課 10 01 02 臨時職員雇用経費

教育行政の円滑な運営 市内各小学校、中学校の臨時・非常勤職員の雇用

72,807 雇用人数 人 23 44 46

494 教育総務課 10 01 02 教育長関係経費

教育行政の円滑な運営 各種研修会や協議会などへの参加

59 研修･協議会参加回数 回 17 11 18 継続

495 教育総務課 10 01 02 事務事業費

教育行政の円滑な運営

8,337 負担金件数 件 9 9 9 継続

550 教育総務課 10 02 02 部活動費

部活動の育成及び児童の体力・知力の向上 部活動に要する経費に対して補助金を交付

600 補助金交付の学校数 校 6 6 6 継続

569 教育総務課 10 03 02 部活動費

部活動の育成及び生徒の体力・知力の向上 部活動に要する経費に対して補助金を交付

4,934 交付金交付のクラブの件数 件 54 54 54 継続

585 幼児教育課 10 04 01 就園奨励事業

市民税所得割額に応じて保険料等を減免

4,777 補助人数（公立、私立） 人 － 38 － 計画どおり実施 継続

586 幼児教育課 10 04 01 私立幼稚園運営費

私立幼稚園の運営費の補助を実施

3,905 補助件数 件 1 1 1 計画どおり実施 継続

健康福祉
部

住民が住み慣れた地域社会や家庭で安心して療
養できるよう支援する。

疾病や負傷などにより、継続して医療を受ける状態にある人が
住み慣れた地域社会や家庭で安心して療養生活を送れるよう
訪問看護師が自宅に訪問し、かかりつけの医師や関係機関と
連携して家庭での療養生活を支援する。

契約者に対し主治医の指示に基づき看護師による訪問看護
を提供。
※訪問年間実働件数：3,862件

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

介護保険法や医療保険法に位置づけられている
事業で、市内にこの実施事業所が他１カ所のみ
であり、在宅療養者にとり、ニーズが高く、必要な
事業である。

健康福祉
部

火災、風水害等罹災世帯に湖西市災害見舞金支
給規程に基づき見舞金を支給する。

火災、風水害等罹災世帯に湖西市災害見舞金支給規程に基
づき見舞金を支給する。 見舞金支給　　1件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

災害救助法等の法令の適正な運用を図るために
必要

健康福祉
部

健康管理システム
栄養管理システム

健康管理システム・栄養管
理システムの運用を適切に
行う。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

システムの運用については業者との連絡を密に
して行うことができた。また、新しいシステムの導
入にむけてのシステムの検討をした。

Ｈ
2
7
に
新
シ
ス
テ
ム
導
入
の
予
定健康福祉

部

市民の健康の保持と増進のため、各種関係団体
に対して負担金・補助金を支出し、活動の支援協
力、組織育成強化を図る.

各種関係団体に対して、行政として財政面
から負担・補助を行う

湖西市医会、浜名歯科医師会、湖西市食品衛生協会等関係
団体に補助金、負担金を支出し、市主催の事業を円滑に実施
することができた。また、大規模災害への対応として団体との
協力関係を築いている。

３団体への補助金及び５団
体への負担金の支出を精
査する。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
補助金、負担金の精査を適正に行うことができた
。

地域住民の健康保持と良好な生活環境を維持す
るため、害虫の発生防止に努める。

道路愛護の日をはじめ、害虫の発生時期に合わせ、各自治会
に駆除薬剤を配付する。

配付自治会数10自治会
配付数　　　　　7,496錠 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

快適な生活環境を維持するため、要望地区に対
し継続して薬剤配布を実施する。

一般貨物自動車運送事業者として、ご遺族の要
望に応え、円滑な霊柩車の手配を行う。

霊柩車運行予約の受付、霊柩車の運行、霊柩車両の維持管理
を行う。

湖西地区運行回数　101 回　　
湖西地区走行距離　1,385Km
新居地区運行回数 　 195回
新居地区走行距離　2,588Km　　

Ｂ Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ
当事業を行政が行う必要性を十分に検討し、民
間活力の活用の是非について調査する。

改善（そ
の他）

墓地埋葬法及び化製場法に伴
う事務事業

墓地、火葬場、埋葬等が市民の宗教的感情に適
合し、公衆衛生上支障なく行われることを目的と
する。

墓地及び化製場の経営許可に関する許可申請の受付、審査、
許可

27年度実績
両施設ともに許可申請の実績なし
墓地変更許可　0件

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　人と動物、動物好きの人とそうでない人同士が、
共に良好な関係を維持できるよう、人と動物が共
生できる体制を整備する。

・犬、ネコなどの飼い主に対する適正飼養の指導
・地域の迷惑となっている野良猫の繁殖対策として、ＴＮＲ活動
（不妊去勢手術）を実施

TNR活動(不妊去勢手術）件数　雄27頭
　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 雌44頭
　　　　　　　　　　　　　　　耳カット　　1頭

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

野良猫問題を解決する方策は、このTNR活動以
外にないため、市民への周知、活動に対する理
解を求め、継続して実施する。

市民、事業者に対し、マナー条例を周知するととも
に、マナーについての意識向上を図り、迷惑行為
のない美しい生活環境を確保する。

・市内各駅前でのティッシ・チラシ配布等の啓　発活動
・市内小中学校に在校する児童生徒を対象にポスター作成を
依頼、これによりマナーについて関心、理解を深める機会を創
出する。

5月29日　市内3駅でティッシュの配布、呼びかけ
11月20日　市内３店舗でティッシュの配布、呼びかけ
市内小中学校にポスター募集　応募数　47点　市民ホールで
展示　　　前年受賞作品を基に啓発ポスター作成　公共施設、
公会堂等に配布。　

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ Ａ
今後も広く周知する必要があるため、手法を検討
しながら継続して実施する。

都市整備
部

都市計画の方針に従い円滑な都市計画行政を推
進する。

都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、国土均衡ある発展と
公共の福祉の増進に寄与するために定められた都市計画の方
針に従い、円滑な都市計画行政を推進するための事務経費。

都市計画審議会（1回）
区域区分変更（大森）に係る都市計画決定手続き
松山茶屋松線測量業務委託　一式
都市計画基礎調査に伴う建物用途別現況調査業務委託　一
式

都市計画の手続き
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

都市計画の方針に従い、計画的にまちづくりを行
うためには必要な業務である。

Ｈ
２
８
に
松
山
茶
屋
松
線
の
都
決
を
変
更
す
る
予
定
Ｈ
２
７
に
大
森
地
区
の
市
街
化
編
入
を
予
定

都市整備
部

権限移譲を受けた土地の利用に関する許認可事
務と、湖西市の土地利用方針に基づいた指導を
行う。

静岡県から権限の移譲を受けた土地の利用に関する許認可と
、土地利用対策委員会としての各種法律や既定計画との整合
を図る。 土地利用対策委員会      １０件

都市計画法            １７２件　　
公拡法                  １９件　　　
国土利用計画法          　２件　　　　　　　　　　
　　　　　
静岡県屋外広告物条例  １１５件　　　
静岡県風致地区条例      　４件

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
良好な景観形成、風致の維持、公衆に対する危
害防止のために、緊急性があり、優先度は高い。

教育委員
会事務局

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の趣旨に基づい
て、学校その他の教育機関の身分取扱いその他地方公共団体
における教育行政の組織及び運営を定める会議の定例又は臨
時の開催

定例会12回　　　臨時会1回

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ
教育委員会の会議の傍聴者が少なく、傍聴者増
加に向けた取組が必要である。

教育委員
会事務局

臨時職員採用数　5人

非常勤職員採用数　44人
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

応募が少ない、又は全くない職種があり、募集条
件等の検討が必要である。

改善（そ
の他）

教育委員
会事務局

普通旅費

Ｄ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
予算計上したものの参加しなかった研修、協議会
等があり、予算要求時に精査が必要である。

教育委員
会事務局

各種研修会や協議会などへの参加
関係機関への負担金の支出

普通旅費

関係機関負担金
　湖西高校、新居高校後援会負担金 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

一部関係機関について負担金の請求・支出の方
法の検討が必要である。

教育委員
会事務局

市内公立小学校6校に補助金を交付

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

各小学校の部活動が滞りなく行われ、児童の学
習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に役
立っている。

教育委員
会事務局

市内公立中学校5校に補助金を交付

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
全国大会に出場するなど活発に部活動が行われ
ており、その一助として役立っている。

教育委員
会事務局

保護者の経済的負担の軽減及び幼稚園教育の
普及

幼稚園就園奨励費補助
　私立幼稚園　９園　　
　公立幼稚園　６園　　

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

教育委員
会事務局

幼稚園教育の充実及び向上並びに幼稚園経営の
健全性確保

市内唯一の私立幼稚園である認定しらゆりこども園へ補助

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

要
綱
の
期
限
が
平
成
2
8
年
度
末
で
あ
り
、
期
限
延
長
の
予
定
な
し
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